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厚労省「改革のグランドデザイン案」出す

　久しぶりにFAXレターを出します。皆さんお元気でしょうか。

　さて、この間支援費と介護保険統合問題で揺れ動いていましたが、去る10月12日社会保障審議会障害者部会に対し、厚労省は「今後の障害保健福祉施策について（改革のグランドデザイン案）」を出しました。

　

　目玉は“総合的な障害者福祉法”をつくることを提案していることです。多くの障害者団体がこれまで要求してきたことです。今の法律体系だと、障害者と認められなくて困ってしまう人がいるなどの問題があり、重要なこととして運動してきた経過があります。だから成果といってもいいかもしれません。だけど障害者とはどういう人という定義については明らかにされていなく、それがあやふやだとやっぱり同じ問題が起きてしまいます。

　

　また、介護保険の活用が前提になっています。この問題は決して見逃すことはできません。障害者と高齢者のライフスタイルの違いもさることながら、障害者サービスを介護保険にあわせてしまうことは、社会福祉水準の伸びを今後全く期待できなくなってしまうという大きな問題があります。介護保険だって今のままでいいとは思えません。高齢で障害が重い人でも地域生活で自立した生活が送れるようになるべきです。今は一番重い要介護５の人は大半が特養で暮らしています。

　さらに、応益負担ということも言っています。基礎年金だけの障害者がどうやって応益負担できるのでしょうか。足りない分は扶養義務の考えで、ということもちらつかせており、時代の流れから後戻りしています。

　

　今月末か来月早々に介護保険との統合についての具体的な方針が審議会で説明される予定です。それを見て基本的には全体的な評価をしていく必要があります。しかし、全般的に社会福祉給付を抑え、国の責任を自治体や私たち自身に転嫁させようとする政府の政策には大きな問題があるという視点が重要に思われます。

　

　20日(水)はDPI日本会議が中心となり、嵐の中全国から2000名の参加のもと「介護保険統合反対、一般財源化反対」をスローガンに、集会、国会要請行動、厚労省交渉が行なわれました。地域で自立生活している人たちにとっては、介護サービスの水準や内容が死活問題となってきます。

　障害連としては、今の段階で「介護保険統合反対」とする立場ではありませんが、現行の水準が大きく下がってしまう内容の改革であるとしたら、それは絶対に賛成することはできません。

　今後、この問題は社会保障審議会の障害者部会や介護保険部会で議論され、介護保険法の改正や、障害者福祉法の改正へとつながっていく予定となっています。

　今後の進み具合をきちんと監視し、連携した運動が求められています。










